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告 示 

 

滋賀県告示第55号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第１項の規定に基づき、次の道路の区域を変更する。 

この関係図面は、令和７年２月12日から令和７年２月26日まで滋賀県土木交通部道路保全課において一般の縦覧に

供する。 

令和７年２月12日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 
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大津市木戸字中替戸184番６地 

先から 

 

大津市木戸字中替戸182番１地 

先まで 
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18.9ｍ 

～  
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26.4ｍ 
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管理界の変更 

に伴う道路区 

域の変更 

変更前 

最小 

18.5ｍ 

～  

最大 

25.9ｍ 

60.4ｍ 

 

滋賀県告示第56号 

道路法（昭和27年法律第180号）第18条第２項の規定に基づき、次のとおり道路の供用を開始する。 

この関係図面は、令和７年２月12日から令和７年２月26日まで滋賀県土木交通部道路保全課において一般の縦覧に

供する。 

令和７年２月12日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

 

路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の年月日 備 考 

高島大津線 大津市木戸字中替戸184番６地先から 令和７.２.12 Ｌ＝60.4ｍ 

 

令和 7 年（2025 年） 

2 月 1 2 日 

第      5 8 7     号 

水 曜 日 

 

県 章 

 

毎週火・金曜 2 回発行 

○ 

○ 



2 令和 7 年（2025 年）2 月 12 日 滋  賀  県  公  報 第 587 号 

 大津市木戸字中替戸182番１地先まで   

大津能登川長浜線 
東近江市能登川町字二ノ坪519番地先から 

東近江市能登川町字塚ノ越41番３地先まで 
令和７.２.12 Ｌ＝491.4ｍ 

 

公 告 

 

近江バラス株式会社安定型産業廃棄物最終処分場建設事業に係る計画段階環境配慮書に対する知事の意見の公告 

近江バラス株式会社 代表取締役 松下満康から送付のあった近江バラス株式会社安定型産業廃棄物最終処分場建

設事業（以下「本事業」という。）に係る計画段階環境配慮書について、滋賀県環境影響評価条例（平成10年滋賀県

条例第40号）第５条の６第１項の規定に基づき、事業者に対して環境の保全の見地からの意見を令和７年２月６日に

述べたので、同条第６項の規定に基づき公告する。 

令和７年２月12日 

 滋賀県知事 三 日 月 大 造 

本事業に係る計画段階環境配慮書（以下「配慮書」という。）に対する環境の保全の見地からの意見については、

次のとおりである。 

本意見に対する検討の経緯および内容については、環境影響評価方法書（以下「方法書」という。）以降の図書に

適切に反映させること。 

１ 全般的事項 

(1)  本事業の実施に当たっては、各種法令等を遵守するとともに環境の保全に配慮し、必要に応じて関係行政機関

と十分に協議を行うこと。 

(2) 今後の手続を進めるに当たっては、本事業の内容をより具体的に示すとともに、農業や漁業従事者等を含め、

周辺や下流地域の住民に対して積極的な情報提供や対話を行うよう努めること。また、事業内容を丁寧に周知し、

住民等から出された意見を十分に勘案することで、事業に対する理解を得るよう努めること。 

(3) 本事業の内容、事業実施想定区域およびその周囲の自然的状況・社会的状況を踏まえ、方法書以降の手続にお

いて環境影響評価の項目を適切に選定し、調査、予測および評価を行うこと。 

(4) 環境保全措置の検討に当たっては、環境への影響の回避または低減を優先して検討し、代償措置を優先的に検

討することがないようにすること。 

(5)  事業計画の検討に当たっては、事業実施想定区域の周辺地域における景観形成に関する方針や地域の道路交通

への影響等を十分に踏まえること。 

また、事業実施想定区域には地すべり地形が含まれていることから、大雨や地震により環境汚染事故を発生さ

せないよう十分配慮すること。 

(6)  さらに、事業実施に伴い発生する伐採木の活用や災害時の廃棄物の受入れについて関係行政機関等と協議する

等、地元に貢献する事業計画となるよう努めること。 

２ 個別的事項 

(1)  水質・水象 配慮書では、降雨の際の浸透水量と調整池からの排水量の関係が不明瞭なため、その関係性を明

らかにすること。また、予測評価に当たっては、事業の各段階における周辺や下流河川への影響を予測評価する

手法を検討すること。 

(2) 景観 眺望点の選定に当たっては、市街地など遠景からの背景としての山なみの変化を確認できる地点を選定

するとともに、予測評価に当たっては、造成中のみならず植生回復後のフォトモンタージュを作成するなど、事

業の各段階における影響を予測評価する手法を検討すること。 

(3) 温室効果ガス等 事業実施に伴う温室効果ガスの排出量や森林吸収量の増減を予測評価する手法を検討するこ

と。また、事業実施に伴う省エネ化、創エネ化の取組についても併せて検討するよう努めること。 
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